
三股町長宛　令和　　　年　　　月　　　日提出 三股町長宛　令和　　　年　　　月　　　日提出

指定番号 事業所名 指定番号 事業所名

普通徴収として取り扱うべき給与受給者の人数と切替理由ごとの内訳は下記のとおりです。 普通徴収として取り扱うべき給与受給者の人数と切替理由ごとの内訳は下記のとおりです。

　

（留意点） （留意点）
※普通徴収の対象者は個人別明細書の摘要欄に「略号」を必ず記載してください。 ※普通徴収の対象者は個人別明細書の摘要欄に「略号」を必ず記載してください。
ただし、退職・乙欄の該当者で該当箇所に記載のあるものは省略可能です。 ただし、退職・乙欄の該当者で該当箇所に記載のあるものは省略可能です。

※普通徴収切替理由書の提出がない場合や記載内容に不備がある場合は、法令 ※普通徴収切替理由書の提出がない場合や記載内容に不備がある場合は、法令
どおり特別徴収となる場合がありますのでご注意ください。 どおり特別徴収となる場合がありますのでご注意ください。

この用紙はここに この用紙はここに

はさみこんでくだ はさみこんでくだ

さい。 さい。

※特別徴収対象者 ※特別徴収対象者

のみの場合は不要です。 のみの場合は不要です。

人

人

略　号 申 請 理 由 （ 下 記 ６ 項 目 以 外 の 理 由 は 不 可 ）
総括表・三股町
報告人員　普通
徴収対象者区分

普A 常時２人以下の家事使用人（事業に従事していない者）

普通徴収対象者
（退職者を除く）

に該当

普B 他の事業所で特別徴収されている者（例：乙欄適用者）

普C 給与が少額で税額を引ききれない者

普D 給与の支払いが不定期（例：給与の支払いが毎月でない）

普E 白色事業専従者（個人事業主のみ対象）

合　計
人

人

普F
退職者及び令和７年５月末日までの退職予定者

普通徴収対象者
（退職者を除く）

に該当

普通徴収対象者
（退職者及び退職
予定者）に該当

休職・産休・育休者など

人

人

人

白色事業専従者（個人事業主のみ対象）

普F

総括表・三股町
報告人員　普通
徴収対象者区分

人　数

人

人

人

宮崎県と県内全市町村は個人住民税の特別徴収を徹底するため、原則、全ての事業所（主）
を対象に、平成29年度から特別徴収義務者の一斉指定を実施しています。

《提出時のつづり方》 《個人別明細書（摘要欄）への記載》

令和７年度　普通徴収切替理由書
三股町

合　計

人

休職・産休・育休者など

退職者及び令和７年５月末日までの退職予定者
普通徴収対象者
（退職者及び退職
予定者）に該当

人　数

人

人

人

人

人

《提出時のつづり方》 《個人別明細書（摘要欄）への記載》

宮崎県と県内全市町村は個人住民税の特別徴収を徹底するため、原則、全ての事業所（主）を
対象に、平成29年度から特別徴収義務者の一斉指定を実施しています。

普E

令和７年度　普通徴収切替理由書
三股町

略　号

普A

普B

普C

普D

申 請 理 由 （ 下 記 ６ 項 目 以 外 の 理 由 は 不 可 ）

常時２人以下の家事使用人（事業に従事していない者）

他の事業所で特別徴収されている者（例：乙欄適用者）

給与が少額で税額を引ききれない者

給与の支払いが不定期（例：給与の支払いが毎月でない）

個人別明細書

（特別徴収）

総括表

個人別明細書

（特別徴収）

総括表

個人別明細書

（普通徴収）

該当する略号を必ず

記入してください。

個人別明細書

（特別徴収）

総括表

個人別明細書

（特別徴収）

総括表

個人別明細書

（普通徴収）

該当する略号を必ず

記入してください。

内　　　　       　千 円 　　　 　　　千 円

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額

（摘要）　　　　　　普　F

　　　　　令和７年３月31日退職予定

内　　　　       　千 円 　　　 　　　千 円

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額

（摘要）　　　　　　普　F

　　　　　令和７年３月31日退職予定


